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Lack of the Convocation Notice to the Directors and Validity of the 













高裁判例（本件事案に係るリーディングケースである最判昭和 44 年 12 月 2 日）や下級審裁
判例、学説の動向等を取り上げつつ、本判決について検討する。
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る）。平成 27 年 8 月 26 日当時、Y 社は取締役会設置会社であり、Z1（補助参加人）、X（原告・







成 27 年 8 月 26 日当時、A 社は取締役会設置会社であり、Z1、X、D の 3 名が取締役、Z1 が
代表取締役であった。
　X は A 社の全株式を保有していたところ、平成 22 年夏ころに、事業資金の提供を受けた
見返りに、当時内縁関係にあった B に同社の全株式を譲渡した。その後、X は破産手続開始
決定を受けたことから自身が表にでるべきではないと考え、Z1 を Y 社と A 社の代表取締役
に就任させた。
　A 社グループ各社の経営には Z1 と D も携わっていたが、X がグループ全体の経理を担当
するなど主導権を握っていたことから、両者は、グループ内の重要事項について X の意向を
確認することなく何らかの決定を行うことはなかった。
　平成 27 年 3 月ころに生じた A 社グループの一企業の資金繰り悪化等を機に、Z1 と D は、
A 社グループの経理を担当する X が同社グループの資金を不正に流用しているとの疑念を抱
き、平成 27 年 8 月 18 日ころ、X とその妻の B を A 社グループから排除することを企図し、
このことを Z2（補助参加人）に話し、Y 社の株式を買取るよう依頼した。
　平成 27 年 8 月 26 日、Y 社で臨時株主総会が開催され、A 社（代表取締役 Z1）が全議決
権を行使して、X を Y 社の取締役から解任し、Z2 を Y 社の取締役に選任する決議をした。
同日、A 社の取締役会（以下、「本件 A 社取締役会」という）が開催され、A 社が保有する
Y 社の発行済株式の全部を Z2 に 1,000 万円で譲渡すること（以下、「本件売買契約」という）
の承認決議をした。この取締役会には Z1 と D のみが出席し、X は欠席している。A 社と Z2
は、決議内容のとおりの株式譲渡契約を締結し、1,000 万円が A 社の口座に送金された。
　同月 27 日、A 社で臨時株主総会（以下、「本件 A 社株主総会」という）が開催され、B が
全議決権を行使して、Z1 と D を A 社の取締役から解任し、取締役会設置会社の定めを廃止
する決議をした。翌 28 日、Y 社の臨時株主総会（以下、「本件 Y 社株主総会」という）が開
催され、A 社（代表者である X）が全議決権を行使して、Z1 と Z2 を Y 社の取締役から解任
し、X と E を Y 社の取締役に選任する決議をした（この総会において、取締役会設置会社
の定めを廃止する決議もなされた）。同日、X が Y 社の代表取締役に選定されている。
　さらに、X は、Z1 と Z2 が Y 社の代表取締役ないし取締役の地位にないことの確認を求め
る訴訟を提起した。この中で X は、①本件売買契約は、重要な財産の処分に該当するため取
締役会の決議を経ることが必要であるのに、本件 A 社取締役会は、X に対して招集通知をな
さなかったことから、本件 A 社取締役会の決議は無効であること、② Z2 には、本件 A 社取
締役会決議が有効であると信じたことにつき過失があるため、本件売買契約は無効であり、本
件 A 社株主総会当時の Y 社の株主は Z2 ではなく A 社であることから、A 社を株主とした本
件 Y 社株主総会における Z1 らの解任決議は有効であること、などと主張した。これに対し、
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Z1 らは、D が X に口頭で本件 A 社取締役会の招集通知を行っており（平成 28 年 7 月 18 日か
19 日に）、仮に招集通知がなかったとしても、同取締役会における決議は、X が出席してもな
お決議の結果に影響を及ぼさないと認めるべき特段の事情があるため有効であり、よって本
件売買契約も有効であるから、平成 28 年 7 月 28 日当時の Y 社の株主は A 社ではなく Z2 で
あることから、A 社を株主とした本件 Y 社株主総会における決議は不存在であると主張した。
　次に、X は、本件 A 社株主総会における Z1 と D を解任する旨の決議等は有効であり、本
件 Y 社株主総会当時の A 社の唯一の取締役兼代表取締役は X であることから、A 社（同社
の代表取締役は X）を株主とした本件 Y 社株主総会における Z1 らを解任する旨の決議は有
効であると主張した。これに対し、Z1 らは、平成 24 年 7 月ころに、A 社の全株式が D から
Z1 に譲渡されていることや、平成 22 年夏ころに行われた X から B に対する A 社の全株式
の譲渡は虚偽表示により無効であることから、平成 28 年 8 月 27 日当時、A 社の株式を保有
していない B を株主とした本件 A 社株主総会の解任決議等は不存在であって、A 社の代表
取締役は依然として Z1 であることから、A 社を株主とした本件 Y 社株主総会において、（A
社の代表者である X 主導による）Z1 らを解任する旨の決議は無効であると主張した。
　原判決（東京地判平成 30 年 3 月 27 日金判 1557 号 46 頁）は、A 社の取締役会には招集手
続上瑕疵があることから、X が欠席した本件売買契約に係る本件 A 社取締役会決議は無効で
あり（無効の認定にあたり原判決は、Z2 が本件売買契約の有効性について疑念を抱き得た
といえることから、本件 A 社取締役会決議が有効であると信じたことにつき過失があった点
を指摘する）、また、本件 Y 社株主総会における Z1 と Z2 の解任決議は有効であるとし、X























　ところで、A 社は持株会社であり、A 社にとって最も重要な子会社は、A 社の完全子会社
である Y 社であった（略）。そうすると、最も重要な子会社である Y 社が発行する全株式を













































































　昭和 44 年最判の立場に対し、学説は、これを支持する見解 5) と批判する見解とがある。
このうち批判的な見解は、取締役会の決議に手続上の瑕疵があった場合でも、決議の結果に
影響がなければ常に有効になるとすると、多数派による違法・不公正な取締役会運営を助長















場合（東京高判昭和 48 年 7 月 6 日判時 713 号 122 頁）、②辞表を提出し取締役としての職務
をとっていなかった取締役に対する通知を欠いていた場合（東京高判昭和 49 年 9 月 30 日金
判 436 号 2 頁）、③取締役会の少数派に属する取締役に対する招集通知漏れがあったものの、
当該取締役の会社に対する影響力が乏しく、当該取締役と言動を同じくしていた少数派の中
心人物（被告会社の代表取締役を解職されている）が出席していた取締役会において、出席
者の圧倒的多数をもって決議がなされた場合（高松地判昭和 55年 4月 24日判タ 414号 53頁）、
④代表取締役の解職を決議する取締役会において、解職対象者に対する通知がなされなかっ
た中、他の取締役 3 名の全員一致（3 名の間では解職につき事前の了解がなされていた）で
解職決議がなされた場合（東京地判昭和 56 年 9 月 22 日判タ 462 号 164 頁）、⑤招集通知が
なされなかった取締役はすでに他の取締役の全員一致で代表取締役を解職されており、問題
の取締役会において他の取締役の全員一致で後任の代表取締役の選定がなされた場合（大阪




合（東京高判昭和 60 年 10 月 30 日判時 1173 号 140 頁）、⑦代表取締役の解職決議がなされ
た取締役会において、解職対象者（特別利害関係人に該当）に対し招集通知が欠けていた場















き特段の事情があると判示した（東京地判平成 29 年 4 月 13 日金判 1535 号 56 頁。控訴審の

































A 社にとって最も重要な子会社である Y 社の発行する全株式を譲渡すること、すなわち、株
主総会決議の必要性のある重要事項が議案とされていることから、これは当然に、A 社の複
数の取締役による熟慮合議というプロセスを経る必要があったと解される。とくに、X は、
その妻である B が A 社の一人株主であり、実質的な A 社とそのグループを統率する「支配
株主取締役」であった点も考慮すると、A 社の有する Y 社株式の譲渡目的が（不正な資金流
用を行っていた）X らの影響力排除であったとはいえ、A 社グループの先々に関わる重要事
項を討議する本件 A 社取締役会に X を参加（ならびに意見を聴取）させ、本件売買契約に
係る決議にも関与させる必要があったといえよう。
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うか。こうした点を考慮すると、本件 A 社取締役会（Y 社株式の譲渡について審議）に係る招
集通知を X に発しなかった Z1 らの行為は、善管注意義務違反に当たる可能性がある。
（2019 年 9 月 27 日受付、2019 年 11 月 6 日再受付）
